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国際交流・地域間交流の推進 

A

（４）外国人が暮らしやすい環境の整備
・必要な情報を提供するため外国語表記の案内板、各種刊行物や関係書類を整え、外
国人への対応を充実させます。
・外国人児童が日本の学校生活に適応できるように、小学校入学前の指導体制の充実
を図ります。

B

（２）大学や企業等との連携の推進
・大学や企業等と連携した地域の活性化、産業の振興や地域文化の振興などを推進し
ます。

（３）都市間連携の推進
・市民が主体となった、都市との地域間交流を推進します。

平成29年度に連携・協力に関する協定を締結した愛知大学とは、市職員
と愛知大学学生が連携・協力し、市広報誌の特集ページを２か月分に渡
り作成しました。また、令和３年度に連携協力に関する包括協定を締結
した愛知学院大学とは、合同で愛知学院大学学生、職員向けのＳＤＧｓ
に関する研修を開催し、共にＳＤＧｓに関する知識を深めました。その
他にも、包括連携協定を締結している明治安田生命保険相互会社や大塚
製薬株式会社とも連携事業を実施しました。今後は、人口減少や少子高
齢化などの社会課題やそれに関連した地域課題の解決に向けて、行政が
持っていないノウハウなどを活かして幅広いサービスの提供を検討する
必要があります。

木曽川の上流・下流の自治体間における交流として長野県木曽郡木祖村
が開催するイベントに金魚すくいのブース出展を行い、交流を図りまし
た。今後は、市民が主体となった連携の検討をする必要があります。

市役所内において、行政窓口業務における、外国人対応時のための、多
言語通訳システムの体験会を行いました。体験後のアンケート調査結果
をもとに、本格導入に向け、整備していく必要があります。

企画政策課

企画政策課

市民協働課

%

●施策目標に対する市民満足度 単位

施策コード 基本目標 【協働・行財政】 市民と行政がつながり、共につくるまち 

６ ５ 施策目標 多様な主体との交流・連携の推進 

第２次総合計画施策評価シート《令和４年度分》

目指すべきまちの姿 多様な主体との連携により、誰もが高度で多様な行政サービスが受けられるまちになっています。

●主要施策と概要【ＰＬＡＮ】 この１年間の成果及び反省点【ＤＯ】 担当課

（５）国際交流の推進
・様々な分野で交流を深めることにより、市民の国際感覚の醸成を図ります。

愛知黎明高校との共催で「国際交流週間inYATOMI」を開催し、市内の保
育所や小学校の児童と交流を行う予定でしたが、コロナ禍でマリーナ高
校が来日できなかったため、市民の国際感覚の醸成を図ることができま
せんでしたが、市内における日本語教室において、お茶会等の開催によ
る、国際交流を図りました。

市民協働課 B

評価
【ＣＨＥＣＫ】

（１）広域行政の推進
・国や他自治体の動向を注視しながら、周辺自治体との連携による相乗効果や相互補
完の可能性を探り、新たな広域連携を推進します。

一部事務組合や企業団などの既存の形態による行政サービスは維持でき
ている一方、新しい広域的ニーズに向けた動きはありませんでしたが、
名古屋市が事務局を務める名古屋市近隣市町村長懇談会、広域連携に関
する研究会、広域連携に関する研究会ワーキンググループへ出席し、広
域連携に関する課題や新たな連携の可能性を検討しました。

企画政策課 C

保育所において、外国にルーツを持つ年長児の入学準備として、ひらが
なや数字、日本の習慣等を指導するプレスクール事業（月２回）を実施
しました。

児童課

A

現状値
(平成29年度)

11.0

目指す方向性

➚

中間値
(令和４年度)

13.6

A

SDGs
連携分野



(１) 公共施設の広域的な活用の件数 

(２) 大学との連携・協力に関する協定の締結数 

(３) 友好親善都市（国内）の連携件数 

1

0

2

0

件 0 0 0 0 1 2

件

施策の今後の方針
【ＡＣＴＩＯＮ】

人々の生活様式や就業形態といったライフスタイルや個人の価値観の多様化など、社会環境が変化している中、互いの人権を尊重し、国籍、性別や年齢にとら
われず、その個性と能力を認め合うことができる社会の実現を目指す取組を進めていきます。また、広域行政や大学等連携の推進については、引き続き、消防
指令センターの広域拡大や協定を締結した大学や企業との事業を進めていきます。

(1) 広域行政推進事業 企画政策課
事業の必要性は認識しているものの、本市単独では進めることができま
せん。今後、近隣自治体と連携できる事業があれば、積極的に働きかけ
ます。

現状維持

大学等連携推進事業

長野県木祖村との地域間交流事業

改善

現状維持

(2)

(3)

企画政策課

企画政策課

大学との連携では、新型コロナウイルス感染症の影響などもあり、年々
連携事業数が減っているため、新たな連携事業を模索していきます。ま
た、お互いが連携するメリットを十分に把握した上で連携事業を行うこ
とができるよう、連絡調整が密に行える体制を整備していきます。

市民を巻き込んでの交流となるよう、木祖村と調整しながら連携内容を
模索します。

事業
No

実施計画に係る事業名 担当部署 今後の進め方【ＡＣＴＩＯＮ】

0 0

●成果指標 単位
現状値 各年度の実績値

目標値
(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

1

1 2

件 1 4 2

0

2

令和４年度

0



事業Ｎｏ

(1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

広域行政推進事業 企画政策課 政策推進グループ 令和5年7月4日

SDGs
連携分野

事業目的
主な協働・
関連団体等

愛知県

近隣市町村

基本計画

6 【協働・行財政】 市民と行政がつながり、共につくるまち 重点施策

施策目標

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

道路交通網や情報通信網の発達に伴い、市民の行動範囲や
活動範囲が拡大している中、周辺自治体との連携により効
率的に市民からの行政需要の多様化・高度化に対応するこ
とを目的とします。

平成18 年度 終了年度 令和10 年度

既存の一部事務組合、広域連合による行政サービスの他
に、公共施設の広域的な活用など周辺自治体との連携によ
る広域的な行政サービスのあり方を模索します。

開始年度

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》 

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

主要施策

主要事業

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

5 多様な主体との交流・連携の推進 

1
広域行政の推進

広域行政推進事業

基本目標



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

件

1

0

指標の分析

(補助額)

0

令和３年度

1

0

0

事業費
（直接経費）

0

令和４年度（実績）
内訳

（具体的な内容）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

0

事業内訳

合　　　計 0

0

0

事業費
（直接経費）

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）
内訳

（具体的な内容）

(補助額)

令和10年度令和５年度 令和５年度

0

0

事業費
（直接経費）

0

内訳
（具体的な内容）

1

0

目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度

2

令和２年度

0

0

2

2

1

1

件 0 0 0

令和４年度

(３) 友好親善都市（国内）の連携件数 

(２) 大学との連携・協力に関する協定の締結数 

(補助額)

(補助額)

現状値 各年度の実績値

(補助額)

合　　　計

(補助額)

(補助額)

0

現状、広域的な活用を見込んでいる施設はありません。今後、活用が見込めるような施設があれば、積極的に働きかけま
す。

(補助額)

(補助額)

件

(１) 公共施設の広域的な活用の件数 

(補助額)

(補助額)

成果指標 単位

(補助額)

合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

現状維持

課長意見

事業の必要性は認識しているものの、本市単独では進めることができません。今後、近隣自治体と連携できる
事業があれば、積極的に働きかけます。

必要性

効率性

妥当性

施策への貢献度

項目

「弥富市人口ビジョン」や「弥富市公共施設等総合管理計
画」によると、人口の減少や高齢化、施設の老朽化が急激に
進行する予測がされています。また、高齢者医療・介護等の
行政需要の増加に伴い、歳出も増加傾向にあります。これら
のことから、サービスを効率的かつ効果的に提供するために
は、地方公共団体間の連携を進めていく必要があります。

海部南部消防署や海部南部水道企業団などの一部事務組合に
よる行政サービスはあるものの、他分野においても連携の可
能性を検討します。

行政が提供主体であるサービスのため、市で実施することが
妥当です。

評価の結果

広域化傾向にある行政サービス需要に対応するためには必要
な事業であり、周辺自治体との連携強化により、市民が高度
で多様な行政サービスを受けることができます。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計



事業Ｎｏ

(2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

平成29年に連携・協力に関する協定を締結した愛知大学と
の連携事業を、双方のメリットを意識しながら毎年検討を
重ね、継続的に実施しています。また、令和３年度に新た
に協定を締結した愛知学院大学、明治安田生命相互会社と
も連携事業を実施します。 関連する

個別計画・
根拠法令等

弥富市と愛知大学との連携・協力に関する協定書

弥富市と愛知大学との地域連絡協議会設置要綱

弥富市と愛知学院大学との連携協力に関する包括
協定書

事業の開始・
終了

開始年度 平成29 年度 終了年度 令和10 年度
弥富市と明治安田生命相互会社との包括連携協定
書

2
大学や企業との連携の推進

主要事業 大学等連携推進事業

事業目的

多様化・高度化する市民のニーズに対応するには行政の力
だけでは限界があり市民及び産官学各界との協働・連携が
必要不可欠であります。特に知的財産やマンパワーを多く
抱える大学と連携し、その資源を活用することで、地域で
不足する若い人材の協力を得て地域の活性化に役立てるこ
とを目的とします。

主な協働・
関連団体等

愛知大学

愛知学院大学

明治安田生命保険相互会社

SDGs
連携分野

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》 

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

大学等連携推進事業 企画政策課 政策推進グループ 令和5年7月4日

基本計画

基本目標 6 【協働・行財政】 市民と行政がつながり、共につくるまち 重点施策

施策目標 5 多様な主体との交流・連携の推進 

主要施策



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

妥当性

施策への貢献度

市と大学・企業との連携のため、市が主体になる必要があり
ます。

大学や企業と連携して、事業を進めていくことで、地域の活
性化、産業の振興等に繋がると考えます。

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

改善

課長意見

大学との連携では、新型コロナウイルス感染症の影響などもあり、年々連携事業数が減っているため、新たな
連携事業を模索していきます。また、お互いが連携するメリットを十分に把握した上で連携事業を行うことが
できるよう、連絡調整が密に行える体制を整備していきます。

必要性

効率性

指標の分析
目標値は達成しているため、協定を締結している愛知大学や愛知学院大学との連携について、双方にメリットが生まれるよ
うな連携ができるよう、内容を充実させていきます。

項目 評価の結果

高度化する市民のニーズに対応するため、大学が抱える知的
財産やマンパワーを活用し、産業、文化、福祉、教育など
様々な分野で連携していく必要があります。

中部圏ＳＤＧｓ広域プラットフォーム事務局が設置されてい
る愛知学院大学と合同で、ＳＤＧｓに精通した先生の協力を
得ながら、愛知学院大学学生、職員向けのＳＤＧｓに関する
研修を開催しました。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

1 2件 0 0

件 0 0 1 2

件 1 1 2 2 1 2

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 21 200

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額) (補助額)

(補助額)

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

講師謝礼 21 200

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

100

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

(１) 公共施設の広域的な活用の件数 

(３) 友好親善都市（国内）の連携件数 

(２) 大学との連携・協力に関する協定の締結数 

令和４年度

2

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

事業費
（直接経費）

200

0

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

200

0

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

100



事業Ｎｏ

(3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

長野県木祖村こだまの森で開催される「やぶはら高原はく
さいマラソン大会」で本市の特産品を使ったＰＲを実施し
ます。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 平成30 年度 終了年度 令和10 年度

3
都市間連携の推進

主要事業 長野県木祖村との地域間交流事業

事業目的

教育・文化・産業など多分野における木曽川源流である木
祖村と水でつながる連携・協働に向けて、本市の特産品で
ある金魚等を通じて地域間交流を推進することを目的とし
ます。 主な協働・

関連団体等

長野県木祖村、同観光協会

SDGs
連携分野

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》 

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

長野県木祖村との地域間交流事業 企画政策課 政策推進グループ 令和5年7月4日

基本計画

基本目標 6 【協働・行財政】 市民と行政がつながり、共につくるまち 重点施策

施策目標 5 多様な主体との交流・連携の推進 

主要施策



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

妥当性

施策への貢献度

現時点では、自治体間での交流としていますが、将来的には
市民主体での交流が望まれます。

木祖村との地域間交流は、本市のシティプロモーションにお
いても効果的であると考えます。

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

現状維持

課長意見

市民を巻き込んでの交流となるよう、木祖村と調整しながら連携内容を模索します。

必要性

効率性

指標の分析
双方のイベント時にブース出展を行うなど事務レベルでの相互交流を行うことができていますが、将来的に市民や地域を巻
き込んでの交流とするため友好親善都市の連携に向けて調査研究を行う必要があります。

項目 評価の結果

やとみスイートハートプロジェクトにおいて、木祖村にある
「縁結神社」で願掛けを行ったことから交流が始まり、それ
以降も自治体間での交流を続けています。市民主体での交流
となるよう調査研究を行う必要があります。

イベント時のブース出展の際、特産品のＰＲに加えて、きん
ちゃんグッズの販売を行いました。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

1 2件 0 0 0 0

件 0 0 1 2

件 1 1 1 2

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 103 97

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額) (補助額)

15 7

(補助額)

有料道路通行料 7

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

需用費（ＰＲグッ
ズ購入）

88 90

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

90

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

(１) 公共施設の広域的な活用の件数 

(３) 友好親善都市（国内）の連携件数 

(２) 大学との連携・協力に関する協定の締結数 

令和４年度

0

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費（ＰＲグッ
ズ購入）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

有料道路通行料

事業費
（直接経費）

90

7

0

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費（ＰＲグッ
ズ購入）

有料道路通行料

97

0

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費（ＰＲグッ
ズ購入）

有料道路通行料

97


